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新
成
人
祝
賀
会

▼
生
涯
学
習
課（
88
局
8
0
3
5
番
）

● 

新
成
人
の
晴
れ
の
門
出
を
お
祝
い
し
ま
す

日
時　

1
月
12
日
（
日
）
午
前

10
時
30
分
か
ら
受
付
。
午
前
11

時
か
ら
開
始

会
場　

総
合
体
育
館
メ
イ
ン
ア

リ
ー
ナ

対
象　

平
成
11
年
４
月
２
日
か

ら
平
成
12
年
４
月
１
日
ま
で
に

生
ま
れ
、
令
和
元
年
10
月
１
日

現
在
で
豊
川
市
の
住
民
基
本
台

帳
に
登
録
さ
れ
て
い
る
方
に
、

案
内
状
を
郵
送
し
て
い
ま
す
。

仕
事
や
学
校
な
ど
の
都
合
で
他

の
市
区
町
村
に
転
出
し
て
い
る

方
や
、
豊
川
市
に
住
ん
で
い
る

が
住
民
基
本
台
帳
に
登
録
さ
れ

て
い
な
い
な
ど
の
理
由
で
案
内

状
を
受
け
取
っ
て
い
な
い
方
も

当
日
、
参
加
で
き
ま
す

そ
の
他
　
駐
車
場
は
、
日
本
車

両
駐
車
場
（
午
後
１
時
に
閉
門
）

を
利
用
し
て
く
だ
さ
い
。
駐
車

台
数
に
限
り
が
あ
る
た
め
、
公

共
交
通
機
関
や
乗
り
合
わ
せ
で

の
来
場
を
お
願
い
し
ま
す

諏訪町駅
名鉄豊川線

姫街道

総合体育館
●

消防署 郵便局 市役所●

体育館前消防署前
プリオ・プリオⅡ

駐車場（日本車両駐車場）

南門橋

▼
企
画
政
策
課（
89
局
2
1
2
6
番
）

● 

子
ど
も
た
ち
の
た
め
に
支
援
の
ご
協
力
を

　

市
で
は
、
深
刻
な
夏
の
暑
さ

か
ら
子
ど
も
た
ち
を
守
る
た
め
、

2
0
2
0
年
度
ま
で
に
全
て
の

保
育
室
へ
の
エ
ア
コ
ン
の
設
置

を
目
指
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
に

は
多
額
の
費
用
が
予
想
さ
れ
る

た
め
、
昨
年
度
に
引
き
続
き
、

ふ
る
さ
と
納
税
に
よ
る
ク
ラ
ウ

ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
を
活
用
し

て
支
援
い
た
だ
け
る
方
を
募
集

し
ま
す
。

全
保
育
室
エ
ア
コ
ン
設
置
へ
の

寄
附
を
募
集

■
個
人
か
ら
の
支
援

　

返
礼
品
な
し
の
ふ
る
さ
と
納

税
と
な
り
ま
す
。
寄
附
金
額
の

う
ち
、
自
己
負
担
額
2
千
円
を

除
い
た
額
が
、
税
控
除
の
対
象

と
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
税
控

除
の
上
限
額
は
収
入
や
家
族
構

成
に
よ
り
異
な
り
ま
す
。

■
企
業
か
ら
の
支
援

　

支
援
を
い
た
だ
い
た
企
業
は
、

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど
に
企
業

ロ
ゴ
を
掲
載
し
ま
す
。
な
お
、

寄
附
金
は
、
全
額
損
金
算
入
の

対
象
と
な
り
ま
す
。

申
込　

申
込
書
を
、
直
接
、
ま

た
は
郵
送
で
、
企
画
政
策
課
（
〒

442
－

８
６
０
１ 

諏
訪
１
丁
目
１
）

へ
。
申
込
書
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

個
人
の
場
合
は
、
ふ
る
さ
と
納
税

サ
イ
ト
「
ふ
る
さ
と
チ
ョ
イ
ス
」

か
ら
の
申
込
が
で
き
ま
す
（
1
月

15
日
（
水
）
ま
で
）

寄附金活用状況のお知らせ
　今年度はエアコン設置に必要な電
気設備の改修と一部の保育室へのエ
アコン設置を行っています。

ふるさと納税サイト

ふるさとチョイス
はこちら
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　「
豊
川
市
人
事
行
政
の
運
営
等

の
状
況
の
公
表
に
関
す
る
条
例
」

に
基
づ
き
、
平
成
30
年
度
の
市

職
員
の
勤
務
条
件
や
服
務
の
状

況
、
研
修
な
ど
に
つ
い
て
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況

● 
市
職
員
の
人
材
育
成
や
任
用
状
況
の
お
知
ら
せ

▼
人
事
課（
８９
局
2
1
2
2
番
）

■
人
材
育
成

　
「
新
・
豊
川
市
人
財
育
成
基
本

方
針
」
に
基
づ
き
、
職
員
研
修

を
行
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
目

標
の
達
成
水
準
で
業
績
を
評
価

す
る
目
標
管
理
と
、
職
員
の
業

績
や
仕
事
ぶ
り
、
能
力
を
評
価

す
る
人
事
評
価
を
実
施
し
、
職

員
の
能
力
開
発
と
、
よ
り
効
果

的
な
行
政
運
営
を
目
指
し
ま
す
。

■
職
員
の
任
免
と
職
員
数

　

令
和
2
年
度
ま
で
を
計
画
期

間
と
す
る
「
第
５
次
豊
川
市
定

員
適
正
化
計
画
」
に
よ
り
、
定

員
の
適
正
化
に
努
め
て
い
ま
す
。

ま
た
、
平
成
30
年
度
の
採
用
・

退
職
者
数
は
表
１
、
平
成
30
年

度
か
ら
平
成
31
年
度
に
か
け
て

の
職
員
数
の
増
減
は
表
２
の
と

お
り
で
す
。　

■
職
員
の
勤
務
時
間
と
休
暇

　

職
員
の
勤
務
時
間
は
、
原
則
、

午
前
８
時
30
分
か
ら
午
後
５
時

15
分
ま
で
の
週
38
時
間
45
分
で

す
。
た
だ
し
、
病
院
や
消
防
な

ど
変
則
勤
務
体
制
の
職
場
は
こ

の
限
り
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

職
員
が
取
得
で
き
る
主
な
休

暇
な
ど
は
、
年
次
休
暇
・
特
別

休
暇
・
介
護
休
暇
・
育
児
休
業

な
ど
で
す
。
平
成
30
年
度
の
年

次
休
暇
の
平
均
取
得
日
数
は
、

9
・
0
日
（
非
現
業
の
一
般
職
員
）

で
し
た
。
ま
た
、
新
た
に
育
児

休
業
を
取
得
し
た
職
員
は
、
女

性
が
36
人
で
し
た
。

■
職
員
の
分
限
と
懲
戒
の
状
況

　

分
限
処
分
と
は
、
公
務
能
率

の
維
持
と
適
正
な
運
営
の
確
保

と
い
う
観
点
か
ら
、
職
員
に
対

し
て
行
う
処
分
で
、
降
任
・
免
職
・

休
職
・
降
給
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

懲
戒
処
分
と
は
、
職
員
の
非
違

行
為
に
対
し
て
職
場
の
秩
序
を

維
持
・
回
復
す
る
た
め
に
行
わ

れ
る
制
裁
的
な
処
分
で
、
戒
告
・

減
給
・
停
職
・
免
職
が
あ
り
ま
す
。

平
成
30
年
度
は
、
分
限
処
分
と

し
て
休
職
処
分
を
53
件
（
14
人
）、

懲
戒
処
分
と
し
て
戒
告
処
分
を

1
件
（
1
人
）、
減
給
処
分
を
2

件
（
2
人
）
行
い
ま
し
た
。

※職員数は、市長などの特別職、再任用短時間勤務職員、臨時職員及び非常勤
　職員を除く。△は減少。（　）内は医療職

職員数の状況（平成31年４月１日現在）（単位：人）

区　分 採　用
退　　　職

定年 勧奨 その他 計
事務職 38 20 2 14 36
技術職 10 5 0 4 9
保育士 18 3 1 1 5
保健師 2 1 0 0 1
消防士 8 4 1 1 6
医療職 95 5 1 71 77

技能労務職 7 4 1 1 6
計 178 42 6 92 140

平成30年度の採用・退職の状況（単位：人）表１表１

表２表２

区分・部門
職員数 対前年

増減数 主な増減理由
30年度 31年度

普
通
会
計

議会 10 10 0

総務 190 198 8 企画、給与、財産管理、会計業務の
増。出納、企画開発業務の減

税務 53 53 0

民生 332 347 15
障害者支援、年金業務の増、保育
士の充実による増。地域包括ケア
推進、福祉医療業務の減

衛生 74 77 3
保健師、歯科衛生士、管理栄養士の
充実による増。ごみ減量化対策業務
の減

労働 1 1 0
農林水産 20 20 0

商工 13 14 1 組織改正による増

土木 110 103 △7
市街地整備業務の増。管理職機能の
収れん、再任用短時間勤務職員の活
用、公営企業等会計（下水）への移
行による減

一般行政
計 803 823 20

〈参考〉人口 1 万人当たりの職員
数 44.13 人（類似団体の職員数
47.75 人）

教育 73 70 △3 文化財業務の減、管理職機能の収れ
んによる減

消防 180 180 0

普通会計計 1,056 1,073 17
〈参考〉人口 1 万人当たりの職員
数 57.54 人（類似団体の職員数
65.65 人）

公
営
企
業
等
会
計

病院 735
（683）

752
（695）

17
（12）

医療技術職員などの増。病棟用務員
の減

水道 34 33 △1 水道維持業務の増。水道業務の減、
管理職機能の収れんによる減

下水道 22 28 6
下水維持業務の増、公営企業等会計

（下水）への移行による増。再任用
短時間勤務職員の活用による減

介護保険 0 0 0

その他 21 20 △1 公営企業等会計（下水）への移行によ
る減

公営企業等
会計計 812 833 21

合計 1,868 1,906 38〈参考〉人口 1 万人当たりの職員数
102.22 人

医療職を
除く合計 1,185 1,211 26

※採用は、平成30年４月２日～平成31年４月１日
※退職は、平成30年４月１日～平成31年３月31日、定年は60歳（医師は

65歳）
※勧奨は、定年前の早期退職
※その他は、自己都合による退職など




